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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  126,603  △3.7  12,817  29.5  10,679  42.3 7,110  95.3

22年３月期第１四半期  131,422  △4.6  9,898  △26.2  7,506  △34.4  3,641  △49.4

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  9.80 ― 

22年３月期第１四半期  5.00 ― 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  1,279,571  209,777  16.2  286.21

22年３月期  1,299,289  213,218  16.2  288.76

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 206,686百万円 22年３月期 210,247百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期 ― 3.00 ― 3.50  6.50

23年３月期 ― 

23年３月期（予想） 3.00 ― 3.50  6.50

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無  

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％  円 銭

第２四半期（累計）  254,500  △5.9  17,400  △17.1  12,100  △24.4  7,500  △16.4  10.36

通期  517,800  △2.4  31,200  △3.1  19,200  △8.2  10,800  △11.7  14.94

（注）当四半期における業績予想の修正有無： 無  



４．その他（詳細は、［添付資料］５ページ「２．その他の情報」をご覧ください。） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

   

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示

時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想につきましては、現時点で得られた情報に基づいて算定しております。従って、実際の業績は業況の変化

などにより記載の予想とは異なる場合があります。 

業績予想に関する事項は、［添付資料］４ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関

する定性的情報」をご覧ください。 

  

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有   

① 会計基準等の改正に伴う変更：有   

② ①以外の変更        ：無  

①  期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年３月期１Ｑ 736,995,435株 22年3月期 736,995,435株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 14,841,330株 22年3月期 8,885,469株

③  期中平均株式数(四半期累計) 23年３月期１Ｑ 725,358,427株 22年3月期１Ｑ 728,510,324株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

    当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年６月30日）のわが国経済は、企業収益の改善傾向が続

   いたものの、民間設備投資が低調に推移し、失業率も高止まりするなかで、個人消費も本格的な回復には至らず、

   総じて厳しい状況で推移いたしました。 

    このような状況のもと、当社グループでは各事業にわたり積極的な営業活動を行いましたが、各事業において景

   気低迷の影響を受けたことから、営業収益は1,266億３百万円と、前年の第１四半期に比べ48億１千９百万円の減

   少（前年同期比3.7％減）となりました。しかしながら、営業利益は経費の節減などに努めた結果、128億１千７百

   万円と、前年の第１四半期に比べ29億１千８百万円の増加（前年同期比29.5％増）となったほか、経常利益は106 

   億７千９百万円と、前年の第１四半期に比べ31億７千２百万円の増加（前年同期比42.3％増）となりました。これ

   に伴い、四半期純利益は71億１千万円と、前年の第１四半期に比べ34億６千８百万円の増加（前年同期比95.3％  

   増）となりました。 

    事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

   ① 運輸業 

     運輸業では、鉄道事業においては、ほぼ前年並みの収入となりました。また、自動車運送事業においては、都

    市部の輸送人員が増加したことに加え、原油価格上昇に伴い石油販売の収入が増加したことから増収となりまし

    た。その結果、営業収益は430億７千３百万円と、前年の第１四半期に比べ３億９千６百万円増加（前年同期比 

    0.9％増）いたしました。営業利益につきましては、自動車運送事業における増収に加え各社において費用が減 

    少したことから、95億１百万円と、前年の第１四半期に比べ７億６千８百万円の増加（前年同期比8.8％増）と 

    なりました。 

  

  (業種別営業成績表) 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

 業種別 

当第１四半期連結累計期間 
（22．４．１～22．６．30） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％）

鉄道事業 32,160 △0.1 

自動車運送事業 9,869 4.3 

タクシー事業 819 △3.3 

航路事業 503 3.6 

索道業 464 11.2 

その他運輸業 200 △7.4 

消去 △942 ― 

営業収益計 43,073 0.9 



   ② 流通業 

     流通業では、百貨店業において景気低迷に伴う消費マインドの冷え込みから、新宿店、町田店、藤沢店の各店

    において減収となったほか、ストア業でも店舗の閉鎖などにより減収となりました。その結果、営業収益は560 

    億７千７百万円と、前年の第１四半期に比べ33億２千７百万円減少（前年同期比5.6％減）いたしました。しか 

    しながら、営業利益につきましては各社において費用の削減に努めましたことから、９億７千７百万円と、前年

    の第１四半期に比べ７億８千２百万円の増加（前年同期比402.2％増）となりました。 

  

  (業種別営業成績表) 

  

   ③ 不動産業 

     不動産業では、不動産分譲業において販売戸数の減少に伴い減収となったほか、不動産賃貸業においても、本

    年３月に当社が保有していた「東京オペラシティビル」の持分を売却したことに伴い賃貸収入が減収となったこ

    とから、営業収益は126億４千１百万円と、前年の第１四半期に比べ22億８千１百万円減少（前年同期比15.3％ 

    減）いたしました。しかしながら、営業利益につきましては、各社において費用が減少したことから26億２千５

    百万円と、前年の第１四半期に比べ６億５千４百万円の増加（前年同期比33.2％増）となりました。 

  

(業種別営業成績表) 

  

 業種別 

当第１四半期連結累計期間 
（22．４．１～22．６．30） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％）

百貨店業 

小田急百貨店新宿店 21,968 △7.9 

小田急百貨店町田店 10,575 △2.7 

小田急百貨店藤沢店 3,689 △5.5 

その他 1,861 0.6 

計 38,094 △5.9 

ストア業等 20,338 △4.5 

消去 △2,356 ― 

営業収益計 56,077 △5.6 

業種別 

当第１四半期連結累計期間 
（22．４．１～22．６．30） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％）

不動産分譲業 3,066 △38.1 

不動産賃貸業 9,751 △6.0 

その他 336 △3.7

消去 △513 ― 

営業収益計 12,641 △15.3 



   ④ その他の事業 

     その他の事業では、(株)小田急エンジニアリングの完成工事高の減少などにより減収となりました。その結 

    果、営業収益は225億７千９百万円と、前年の第１四半期に比べ２億５千４百万円減少（前年同期比1.1％減）い

    たしました。営業利益につきましては、ホテル業などにおける費用の削減により、前年の第１四半期に比べ７億

    １千２百万円改善したものの、３億１千４百万円の損失を計上いたしました。 

  

  (業種別営業成績表) 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

   ① 全般の状況 

     当第１四半期連結会計期間末における総資産は１兆2,795億７千１百万円となり、前連結会計年度末と比べ197

    億１千８百万円減少いたしました。これは、主に固定資産における減価償却が進んだことによるものでありま  

    す。また、負債の部は１兆697億９千３百万円となり、前連結会計年度末と比べ、162億７千７百万円減少いたし

    ました。これは、主に当社における工事代の支払いに伴い、未払金が減少したことによるものであります。 

     純資産の部は、2,097億７千７百万円となり、自己株式の取得やその他有価証券評価差額金の減少などにより 

    前連結会計年度末と比べ34億４千万円減少いたしました。 

   

   ② キャッシュ・フローの状況 

     当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年６月30日）における営業活動によるキャッシュ・フ

    ローは、税金等調整前四半期純利益93億１千５百万円に減価償却費や法人税等の支払額などを加減した結果、 

    110億４千万円の資金収入となりました。一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資の進捗により

    98億４千４百万円の資金支出となったほか、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済と自己株式の

    取得などにより109億２千１百万円の資金支出となりました。これらの結果、現金及び現金同等物の当第１四半 

    期末残高は、前連結会計年度末と比べ96億９千９百万円減少し、217億５千２百万円となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

     第２四半期連結累計期間、通期とも、前回発表時（平成22年４月30日）の予想から変更ありません。 

  

  

業種別 

当第１四半期連結累計期間 
（22．４．１～22．６．30） 

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％）

ホテル業 

ハイアットリージェンシー
東京 2,478 18.7 

ホテルセンチュリー静岡 752 △10.3 

小田急ホテルセンチュリー
サザンタワー 769 11.2 

その他 1,987 △14.3 

計 5,988 0.8 

レストラン飲食業 5,262 △1.0 

旅行業 1,688 8.7 

ビル管理・メンテナンス業 4,626 △3.9 

その他 6,037 △9.8 

消去 △1,023 ― 

営業収益計 22,579 △1.1 



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 簡便な会計処理 

  重要な事項はありません。 

② 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

  該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

① 会計処理の原則・手続の変更 

 ア 「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 当該変更に伴い、営業利益及び経常利益は27百万円、税金等調整前四半期純利益は1,093百万円それぞれ減少

しております。 

  

 イ 「企業結合に関する会計基準」等の適用 

  当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係

る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26

日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号

平成20年12月26日）を適用しております。   

  

② 表示方法等の変更  

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,847 31,552

受取手形及び売掛金 19,714 19,580

有価証券 30 10

商品及び製品 11,913 11,464

分譲土地建物 36,644 36,365

仕掛品 991 375

原材料及び貯蔵品 1,559 1,447

その他 32,209 31,972

貸倒引当金 △209 △189

流動資産合計 124,702 132,578

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 482,396 486,113

機械装置及び運搬具（純額） 67,020 69,731

土地 374,507 374,331

建設仮勘定 120,875 118,710

その他（純額） 12,528 13,106

有形固定資産合計 1,057,328 1,061,993

無形固定資産   

のれん 4,258 4,746

その他 14,185 14,651

無形固定資産合計 18,443 19,397

投資その他の資産   

投資有価証券 52,985 58,522

その他 26,912 27,627

貸倒引当金 △801 △829

投資その他の資産合計 79,096 85,319

固定資産合計 1,154,868 1,166,710

資産合計 1,279,571 1,299,289



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 23,581 24,430

短期借入金 216,445 215,514

1年以内償還社債 40,000 40,000

未払法人税等 1,987 7,881

前受金 40,226 35,597

賞与引当金 8,152 7,315

商品券等引換引当金 801 1,195

その他の引当金 92 97

資産除去債務 37 －

その他 76,316 87,000

流動負債合計 407,641 419,031

固定負債   

社債 175,000 175,000

長期借入金 236,137 241,275

鉄道・運輸機構長期未払金 114,992 114,992

退職給付引当金 29,984 30,701

資産除去債務 1,345 －

受託工事長期前受金 24,260 20,883

その他 58,106 60,686

固定負債合計 639,827 643,539

特別法上の準備金   

特定都市鉄道整備準備金 22,325 23,500

特別法上の準備金合計 22,325 23,500

負債合計 1,069,793 1,086,071

純資産の部   

株主資本   

資本金 60,359 60,359

資本剰余金 58,565 58,572

利益剰余金 83,414 78,844

自己株式 △9,516 △4,887

株主資本合計 192,822 192,889

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 14,626 18,121

土地再評価差額金 △762 △762

評価・換算差額等合計 13,863 17,358

少数株主持分 3,091 2,970

純資産合計 209,777 213,218

負債純資産合計 1,279,571 1,299,289



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業収益 131,422 126,603

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 98,117 92,446

販売費及び一般管理費 23,407 21,339

営業費合計 121,524 113,786

営業利益 9,898 12,817

営業外収益   

受取利息 6 5

受取配当金 624 622

持分法による投資利益 279 14

投資有価証券割当益 － 342

雑収入 642 654

営業外収益合計 1,552 1,640

営業外費用   

支払利息 3,590 3,262

雑支出 354 515

営業外費用合計 3,944 3,778

経常利益 7,506 10,679

特別利益   

固定資産売却益 173 2

工事負担金等受入額 211 47

特定都市鉄道整備準備金取崩額 1,175 1,175

その他 300 0

特別利益合計 1,860 1,225

特別損失   

固定資産売却損 66 10

固定資産圧縮損 208 42

固定資産除却損 1,325 1,374

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,066

その他 48 95

特別損失合計 1,648 2,589

税金等調整前四半期純利益 7,719 9,315

法人税、住民税及び事業税 4,000 1,673

法人税等調整額 △93 385

法人税等合計 3,907 2,059

少数株主損益調整前四半期純利益 － 7,255

少数株主利益 169 145

四半期純利益 3,641 7,110



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 7,719 9,315

減価償却費 14,060 13,486

減損損失 40 2

のれん償却額 477 487

賞与引当金の増減額（△は減少） 752 825

退職給付引当金の増減額（△は減少） 364 △771

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △8

商品券等引換引当金の増減額（△は減少） △8 △393

受取利息及び受取配当金 △630 △628

支払利息 3,590 3,262

持分法による投資損益（△は益） △279 △14

投資有価証券割当益 － △342

工事負担金等受入額 △211 △47

特定都市鉄道整備準備金の増減額（△は減少） △1,175 △1,175

固定資産売却損益（△は益） △107 7

固定資産除却損 1,039 946

固定資産圧縮損 208 42

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,066

たな卸資産評価損 1 57

売上債権の増減額（△は増加） △665 41

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,194 △1,509

仕入債務の増減額（△は減少） △1,351 △1,427

その他 △1,048 △3,645

小計 21,579 19,577

利息及び配当金の受取額 691 677

利息の支払額 △2,514 △2,084

法人税等の支払額 △1,189 △7,130

営業活動によるキャッシュ・フロー 18,565 11,040

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △3,001 △0

投資有価証券の売却による収入 3,000 41

有形固定資産の取得による支出 △40,004 △18,186

有形固定資産の売却による収入 266 17

受託工事前受金の受入による収入 6,905 4,645

鉄道・運輸機構長期前受金の受入による収入 3,574 3,376

その他 △109 262

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,368 △9,844



（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,234 1,136

長期借入れによる収入 1,000 －

長期借入金の返済による支出 △5,652 △5,343

配当金の支払額 △2,036 △2,384

自己株式の取得による支出 △84 △4,628

その他 △208 297

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,746 △10,921

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △13,550 △9,725

現金及び現金同等物の期首残高 31,363 31,451

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 25

現金及び現金同等物の四半期末残高 17,812 21,752



該当事項はありません。  

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

(注) １ 事業区分の方法 
日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しており

ます。 
２ 各事業区分の主要な事業内容 

運輸業…………鉄道、バス、タクシー、旅客航路、索道等の営業を行っております。 
流通業…………百貨店業、ストア業を中心に商品の販売等を行っております。 
不動産業………建物の賃貸、土地及び建物の販売等を行っております。 
その他の事業…旅行業、ホテル業、レストラン飲食業、広告代理業、鉄道メンテナンス業、自動車整販売業、

金融・経理代行業、園芸・造園業、ビル管理・メンテナンス業、保険代理業及び介護・保育業
等を行っております。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  本国以外の国又は地域に所在する連結子会社はありません。 

  

〔海外売上高〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高がないため記載しておりません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報等

  
運輸業 

（百万円）
流通業

（百万円）
不動産業
（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

営業収益 

 (1) 外部顧客に対する営業収益 41,877 58,520 13,292 17,731 131,422 － 131,422 

 (2) セグメント間の内部営業収益 
又は振替高 799 883 1,629 5,102 8,415 （8,415） －

計 42,677 59,404 14,922 22,834 139,838 （8,415） 131,422 

営業利益又は営業損失(△) 8,733 194 1,971 △1,027 9,871 （△26） 9,898 



〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社の

取締役が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行っているものであります。 

当社グループは、鉄道事業をはじめとする運輸業を基軸に、小田急線沿線地域を中心として、流通、不動産、ホテ

ル、レストランなど暮らしに密着した様々な事業を営んでおります。 

 当社グループは、上記の事業内容を基礎とした事業の種類別セグメントから構成されており、「運輸業」、「流通

業」、「不動産業」の３つを報告セグメントとしております。 

 報告セグメントにおける各事業区分の事業内容は、以下のとおりであります。 
 運輸業…………鉄道事業、自動車運送事業、タクシー事業、航路事業、索道業等 
 流通業…………百貨店業、ストア業等 
 不動産業………不動産分譲業、不動産賃貸業 
  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

   当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

(注) １ 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、以下の事業セグメントを含

んでおります。 
ホテル業、レストラン飲食業、旅行業、ゴルフ場業、鉄道メンテナンス業、自動車整備販売業、ビル管理・メ
ンテナンス業、広告代理業、園芸・造園業、金融・経理代行業、保険代理業及び介護・保育業 

２ セグメント利益又は損失の調整額28百万円は、セグメント間取引消去47百万円及びのれんの償却額△19百万円

であります。 

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  （固定資産に係る重要な減損損失） 

   該当事項はありません。 

  

  （のれんの金額の重要な変動） 

   該当事項はありません。 

  

  （重要な負ののれん発生益） 

   該当事項はありません。 

    

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。 

  

  運輸業 流通業 不動産業
その他の
事業 

（注）１ 
合計  

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
（注）３

営業収益        

   外部顧客への営業収益 42,273 55,325 11,087 17,916 126,603 － 126,603

   セグメント間の内部営業収益 
   又は振替高 800 751 1,553 4,663 7,767 △7,767 －

計 43,073 56,077 12,641 22,579 134,371 △7,767 126,603

セグメント利益又は損失(△) 9,501 977 2,625 △314 12,789 28 12,817



当社は、平成22年５月１日を効力発生日とする当社の吸収分割に関する会社法第797条第１項に基づいた当社

株式の買取請求を受け、自己株式を5,889千株、4,605百万円取得しております。 

この結果、当第１四半期連結累計期間において、単元未満株式の買取り、買増等を含め、自己株式は4,629百

万円増加し、当第１四半期連結会計期間末において9,516百万円となっております。  

  

  

（参考）鉄道事業運輸成績（個別） 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

科  目 
当第１四半期 

自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日 

前第１四半期 

自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日 

増減率 

  百万円 百万円 ％ 

 旅客運輸収入 

  定期 11,541 11,546 △0.1

  定期外 16,892 16,947 △0.3

  計 28,433 28,494 △0.2

  千人 千人 ％ 

 輸送人員 

  定期 116,869 116,399 0.4

  定期外 70,019 69,883 0.2

  計 186,888 186,282 0.3
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